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学校法人国際基督教大学 

2012年度事業報告書 

 

Ⅰ. 法人の概要 

 1.  法人の目的 

  学校法人国際基督教大学は、教育基本法及び学校教育法に従い、基督教の精神に基づき、「人権に

関する世界宣言」の理想に則り、国際的協力の下に、大学その他の学校法人及びこれに附属する研究施

設を設置することを目的とする。（学校法人国際基督教大学寄附行為第2条） 

 

 2. 法人の所在地、役員・評議員、沿革 

（1）所在地    学校法人国際基督教大学 

            〒181-8585 東京都三鷹市大沢3-10‒2 

            ☎ 0422-33-3131（代表） 

 

（2） 役員・評議員（2013年6月1日現在を掲載） 

理 事 16名

北城 恪太郎（理事長）

山本 和 （常務理事 総務担当・高校担当）

白石 隼男（常務理事 財務担当）

八田 達夫 日比谷潤子 マイケル T.カワチ 川島 重成

風間 晴子 近藤 勝彦 増渕 稔 永渕 光恵

中井 章子 中村 一郎 齋藤 顕一 鈴木美南子

谷代 正毅

監 事 3名

青本 健作 八田 陽子 柴田 愛子

評議員 51名

（3） 沿革

昭和28年3月23日 学校法人国際基督教大学設立認可

昭和28年3月23日 国際基督教大学設置認可

昭和28年4月1日 国際基督教大学教養学部（人文科学科、社会科学科、自然科学科）開学

昭和29年2月15日 教養学部英語学科増設認可

昭和32年3月15日 大学院教育学研究科修士課程（教育心理学専攻、教育方法学専攻）設置認

可

昭和33年3月25日 大学院教育学研究科修士課程教育心理学専攻を廃止し、教育原理専攻設置

認可

昭和35年4月1日 教養学部英語学科を語学科に改称

昭和37年3月23日 教養学部教育学科増設認可
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昭和37年3月23日 教育学専攻科設置認可

昭和38年3月29日 大学院行政学研究科修士課程（行政学専攻）設置認可

昭和39年3月31日 大学院教育学研究科博士課程（教育原理専攻、教育方法学専攻）設置認可

昭和44年4月1日 教養学部自然科学科を理学科に改称

昭和51年3月25日 大学院行政学研究科博士課程（行政学専攻）設置認可

昭和51年3月25日 大学院比較文化研究科修士課程、博士課程（比較文化専攻）設置認可

昭和52年10月18日 国際基督教大学高等学校設置認可

昭和53年4月1日 国際基督教大学高等学校（普通科）開校

昭和62年3月18日 大学院理学研究科修士課程（基礎理学専攻）設置認可

平成2年12月21日 教養学部国際関係学科増設認可

平成19年4月26日 教養学部アーツ・サイエンス学科設置届出

平成21年4月27日 大学院アーツ・サイエンス研究科設置届出

 3. 設置学校及び学部・学科・研究科等の入学定員、学生（生徒）数の状況（2012年5月1日現在） 

（1）国際基督教大学 （1953年4月1日開学）

学 長 日比谷 潤子

所在地 東京都三鷹市大沢3-10-2

              教養学部  人文科学科、社会科学科、理学科、語学科  

          教育学科、国際関係学科、アーツ・サイエンス学科 

           大学院  教育学研究科、行政学研究科、比較文化研究科  

    理学研究科、アーツ・サイエンス研究科 

        ①教養学部定員及び実員                                       （単位：名） 

 入 学 定 員 総 定 員 実 員 摘 要 

教 養 学 部 合 計  620 2,480 2,775  

うち人文科学科 ─  ─ 7 2008年4月募集停止 

社会科学科 ─  ─ 18 2008年4月募集停止 

理学科 ─  ─ 4 2008年4月募集停止 

語学科 ─  ─ 13 2008年4月募集停止 

教育学科 ─  ─ 10 2008年4月募集停止 

国際関係学科 ─  ─ 10 2008年4月募集停止 

アーツ・サイエンス学科 620 2,480 2,713  

 

         ②大学院研究科定員及び実員                                     （単位：名） 

 入 学 定 員 総 定 員 実 員  

大 学 院 合 計 104 228 157  

うち教育学研究科 ─ ─ 8 2010年4月募集停止 

行政学研究科 ─ ─ 5 2010年4月募集停止 

比較文化研究科 ─ ─ 10 2010年4月募集停止 

理学研究科 ─ ─ 0 2010年4月募集停止 

アーツ・サイエンス研究科 104 208 134  
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（2） 国際基督教大学高等学校 （1978年4月1日開学）

校 長 中村 一郎 

        所在地 東京都小金井市東町1-1-1 

              全日制課程普通科 

          ① 高等学校定員及び実員                                   （単位：名） 

 入 学 定 員 総 定 員 実 員 

普 通 科 合 計 240 720 726 

うち帰国生 160 480 491 

一般生 80 240 235 

 

4. 教職員数 

 （1） 大学教職員 

 専任教員 156名    非常勤講師 154名   専任職員 177名 

   （客員教員を含む）                  （特別職員・一般嘱託・特別嘱託等を含む） 

 （2）高等学校教職員 

 専任教員   44名    非常勤講師  51名   専任職員  14名 （一般嘱託・特別嘱託を含む） 

 

Ⅱ. 事業の概要 

A. 大学部門 

 本学は、1953年開学以来、学問への使命、キリスト教への使命、国際性への使命を掲げ、少人数制によ

るリベラルアーツ教育によって世界を舞台に活躍できる人材を輩出してきた。その教育理念は「神と人と

に奉仕する」人材を育成することにある。このことは21世紀も変わることなく堅持する。 

 大学は、2013年に60周年を迎える。21世紀の新たな潮流の中で、献学の理念を具現化するため、2011

年から2015年までの5年間を記念事業期間と定め、事業テーマ「ダイアログ（対話）」のもと、種々の企画

を実施しているが、今年度は10月に、米国のThe Aspen Institute、JICUFと共に、2012 Aspen Cultural 

Diplomacy Forumを開催した。  

 また、2013年度予算から学長のもとに「大学教育研究予算」を設定し自立的な財政運営を行うことが理

事会において決定され、新たな枠組みのもとで、予算編成を行った。この変更に伴い、大学予算の策定

及び執行の最終承認者は学長となった。 

本学は、中長期的展望にたち、さらに発展し献学の理念を達成するために、2012年度は通常の事業に

加え以下の事業を行った。 

1. 教学改革の評価と改善 

 (1) 教養学部改革の推進 

   学びの深化と統合を重視した世界基準のリベラルアーツ教育を目指した教養学部改革は2011年

度末に完成年度を終え、2012年度は教学改革の結果生じた課題を明らかにし、カリキュラムや制度、

教育効果の検証を開始する年度となった。  

   新卒業生を含む学生や教職員間の意見交換や情報共有を行い、学生を対象とした各種調査及び
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メジャー登録者数等の数値データ等を利用して、メジャー制度についての評価も開始した。新たな

制度改革にも着手し、一部メジャーの再編を実施し、学際性やメジャー間の有機的連携を強めるリ

ベラルアーツの新たな形を模索した。 

① 2012年3月並びに6月卒業生のメジャー制の学生のアカデミックプランニングについて分析し、

教授会で報告を行った。卒業までにアカデミックプランニング・センターを利用した学生は1学年

の半数程で、約8割の学生が対応に満足と答えた。また、メジャー変更の制度や編入単位数の

上限等教務上のルールの見直しを図り、より公平で分かりやすく柔軟で現状に即した制度の整

備が行われ、充実した学修を促す配慮がなされた。 

② 学部、大学院合わせて249科目のカリキュラム変更を行った。あわせて複雑なカリキュラム変更

手続きを明確にするため整理を行った。 

③ 旧カリキュラムのもとで入学し、2012年度以降も在学する学生の卒業に向けて、学部長のもと継

続して6学科での卒業をサポートすることを確認した。特にアドヴァイザー、特別学修支援室、カ

ウンセリング・センター、アカデミックプランニング・センターの連携により、アドヴァイスとサポート

が強化され学生のスムーズな履修に貢献した。 

④ 学生ピア・アドヴァイザー、IBS（ICU Brothers and Sisters）によるアドヴァイジングをさらに充実さ

せるため、1）新入生がスムーズに学びを開始できるようオリエンテーション期間中はIBSによる相

談の強化、2）学期中は常時IBSが相談に対応する態勢の定着、3)アカデミックプランニング・セ

ンターとIBS自身による自主的な研修等を通じ、リベラルアーツに対する深い理解に基づいたア

ドヴァイジングの展開等の取り組みを行った。 

⑤ 従来は各学期前（予備登録のあるものは予備登録日前）に公開していたシラバスを在学生や入

学予定者、特に交換留学生のアカデミックプランニングに資するため、1年間（3学期）分まとめて

前年度中に公開した。(年度開始時公開率65%：但し、JLP,ELA,PE,GE,GS除く) 

⑥ 2013年度に予定されている教務データシステムの本格稼働に合わせ、引き続き学内で実施さ

れている各種アンケートの調整等に向け、国内外の関連情報収集と体制整備に努めた。また、

新たに導入された学長特別予算にIR年次総会（Institutional Research先進国であるアメリカで開

催される総会）への出張経費を計上し、担当者を派遣させることとした。 

 （2） 英語教育プログラム(ELP)からリベラルアーツ英語プログラム（ELA）へ 

    これまでの英語教育プログラム（ELP: English Language Program）を進化させた「リベラルアーツ

英語プログラム」（ELA: English for Liberal Arts）を2012年度から新たにスタートした。 

① ELAでは、従来の3つに分けていた学生の習熟度レベルを4段階（4つの課程：ストリーム）に増

やし、習熟度の高い学生及び低い学生にもよりきめ細かな指導を行い、英語プログラムとしてさ

らなる充実を図った。 

② 入学時のクラス分けも従来から実施していたプレイスメントテスト(TOEFL: ITP)だけを用いるので

はなく、合格者に対して事前に行う入学前調査の結果をもとに学生のチャレンジ精神をはかり、

また、入学時点のライティング能力を確認するために、『Writing Sample』を提出させ、これらの情

報を総合的に勘案して、ストリームを決めるように改善した。 

③ これらの情報をもとにしてもストリーム（課程）のボーダーラインにいる学生に対しては、さらに、

教員が個別の学生のインタビューを行い、各学生の習熟度をきめ細かく確認し、最も適性のある
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クラスに配置できるようにした。 

④ 一学期終了後は、学生のさらなる成長に基づき、より学生にあったストリームへの移行を実施し

た。従来は、教員の推薦によって上位クラス（プログラム）への移行を行っていたが、ELAプログ

ラムでは、学生からの申請に基づき、教員の評価とあわせて、上のストリーム（課程）への移動を

行うようにした。 

    この改革により、単なる語学教育の充実にとどまらず、大学教育において重要な位置づけとなる

初年次教育の一環として、また、グローバル社会で通用する本学のリベラルアーツ教育の使命にも

大きく貢献できる。 

 （3） 大学院改革の推進 

    2010年4月から「リベラルアーツの先の、プロフェッショナルへ」をキーワードに従来の4研究科を統

合し、「アーツ・サイエンス研究科」として日本語と英語のバイリンガル教育を基礎に、高い専門性を

備えた指導的人材を育成する大学院教育の実践を目指す。1研究科にすることは専門性を深めつ

つ豊かな学識を養うための複合的な履修を可能とする。これは、基礎分野での専門性を維持しつつ、

先端技術や新分野まで幅広い分野の開拓を可能とする大学院教育を具現化するものである。博士

前期課程では、従来の研究領域を4専攻14専修分野に、また博士後期課程では1専攻に移行した。

2012年度は博士後期課程の完成年度であったが、博士前期課程の55名、博士後期課程の7名（旧

制度3名を含む）、計62名の修了生を送り出した。加えて、論文による審査により、3名に博士号を授

与した。 

   2012年度は大学院新カリキュラムの実施と充実のため以下の事業を行った。 

① 学生支援としてオリエンテーション、学生の学修過程に則した履修説明会を実施した。 

② 大学院事務グループのホームページでは、大学院の修学に関するすべての情報がわかるホー

ムページを更に充実させた。 

③ 2011年度から引き続き、ACUCA関連機関からの大学院生向けに獲得した奨学金を1名に給付

した。また、2012年9月入学者のうち、United Board関連機関からの大学院生向け奨学金を1名

に給付、ACUCA関連機関からの大学院生向けに獲得した奨学金を1名に給付した。これらの奨

学金の認知度が上がってきている。 

④ より広範囲な学生募集活動のため、学校説明会への参加やリクルート活動を行った。具体的に

は、国内4カ所、海外2カ国4カ所の学校説明会への出展、本学主催のオープンキャンパスへの

参加、学部生を対象とした学内での募集説明会5回を行い、約450名の参加者を得た。オープン

キャンパスでは、初めての試みとして大学院モデル授業を1回ずつ、計4回導入したが、どの講

義も盛況であった。また、ムック『大学院案内』、『国際協力ガイド』といったメディアをはじめ、リク

ルート、進研アドやベネッセ等の検索サイトも活用し、積極的な広報活動を展開した。 

⑤ 5年で学士と修士を修了できる「5年プログラム制度」を利用した修了生が2013年3月に初めて誕

生した。「5年プログラム制度」のより積極的な広報活動のため、オープンキャンパスでは学部志

願者向けに5年プログラムを紹介する説明書を配布し、教授会では教員への告知も行い、制度

のアピールに努めている。その結果、2013年9月入学予定の1名、2014年4月入学予定の5名の

申請を承認した。「5年プログラム」に関する問い合わせの増加に伴い申請者も増加しており、学

部生の間で年々認知されてきている。 
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⑥ 「サーティフィケートプログラム（学位プログラムでなく履修を証明するプログラム）」としてGlobal 

Leadership Studies（GLS）プログラムを2011年7月より実施している。2回目となる2012年度は、日

本のリーディングカンパニー17社から18名、JICUFから1名、日本人材育成支援事業（JDS）で大

学院生として受入れている留学生4名、計23名の参加者を迎え、4週間にわたる集中講義を3週

間に短縮して行われた。短縮されたプログラムはより内容の密度が濃くなり、受講生は精力的に

プログラムに参加し、修了証を受領した。受講生からのアンケートも好評であり、プログラムを成

功裡に終えることができた。 

（4）ライティングサポート・デスクの拡充 

      2010年12月に開設したライティングサポート・デスクは、前年よりも約2倍の利用があり、学生の学

習支援機関として定着し始めている。今後の需要増加に応えるために、文部科学省の補助金を受け

て図書館の一角を改修し、ライティングサポート・デスクの拡充が実現した。 

 （5） ティーチングアシスタント（TA）制度の効果的な運用整備及び見直し 

① 2012年度も引き続きFDの一環として、TA/LA（ラボアシスタント）対象オリエンテーションを第1

学期、第2学期に開催した。オリエンテーションでは、TA制度の趣旨をはじめ、担当業務、求め

られる役割等の必要な情報を伝えるとともに、継続TAの経験談、グループディスカッションの場

を設定する等、TA同士の情報共有と認識を高めた。 

② 教員とTA/LAを対象とした授業効果アンケートは継続して実施し、TA/LAによる回答について

現状分析を行った。なお、データ蓄積は毎年第1学期のみ行っており、2012年度は222コースの

うち、168コースでアンケートを回収（回収率75%）した。さらに、TA制度の目的である研究者の育

成、きめ細かい教育の充実・維持について、よりよい制度の検証のため、2012年第3学期のコー

ス担当TA/LAにアンケートを実施し、194コースのうち、57コースでアンケートを回収（回収率

29％）した。 

 （6） 教育支援センターの定着化 

     授業･教員支援を目的として2010年秋に開設した教育支援センターは、昨年と同等数の約2,100

件の授業支援業務（教材印刷、コメントシート入力、期末試験監督補助、IT機器予約・設置代行）

の実績があった。また、非常勤教員の出勤簿・メールボックス管理、専任教員の各種申請業務等、

授業支援、教員支援の安定化に務めた。特に専任教員の会議支援は、事前打ち合わせを行い、

きめ細かな支援体制を構築した。 

 （7） デジタル・コンテンツ発信事業の開始 

    デジタルメディアサポート準備室を開設し、講義の他に、入学前のスタートアップ・プログラムやオ

ープン・キャンパスのモデル授業、特別講演、学生向けの各種ガイダンスをビデオ収録し、公開の

準備が整った。2013年4月から一部を学外に公開する予定である。 

 

2.  入学者選抜制度の総合的検証と改革 

① 2014年度からICUセンター試験の募集停止を決定したことに伴い、2014年度の一般入試の募

集人員を現行の250名から、290名に変更することを公表した。また、2015年度以降の一般入試

変更に関して募集人員及び試験科目等にかかる概要を、あわせて、2015年度以降の一般入試

に関する変更の詳細及びその他の入試方法の変更に関し、2013年5月中旬までに公表すること
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をホームページ上で予告した。 

② 9月入学生募集のため、Global 30（文部科学省国際化拠点整備事業）に採択された他大学主

催の留学フェアへの参加（イギリス、香港、韓国）を昨年に引き続き行った。また、国際的に活躍

する人材を育成する5大学で新たに発足した「グローバル5大学」の共催で進学フェアを開催す

る等、グローバル人材育成関連の新規企画にも積極的に参加し、情報収集を行い志願者へ情

報提供を行った。この企画の中で在学生の協力を得て、広報活動の効果を高める試みを実施

し、志願者より好評を得た。 

③ 年間の広報活動としてオープンキャンパスを4回実施し、昨年度比で若干ではあるが参加者の

増加を得た。また、大学のモデル授業及び入試相談会を国内の中学並びに高校で約20校実施

した。加えて、首都圏並びに地方都市で開催される大学入試説明会に約40回参加、また、東京

キリスト教6大学及びキリスト教系大学との連携主催による地方も含めた説明会に6回参加した。

その他に在学生の協力を得て実施している夏休みを利用した在学生母校訪問では、約90校以

上の訪問実績を達成することができた。 

④ ICU高校との連携による高校/大学合同学校説明会をJICUFの協力の下、米国（ニューヨーク、

ワシントンDC）で実施し、現地のICU高校/大学の志願者に対して情報提供を行った。加えて、

アジア地域の志願者獲得を目指す一環として、東南アジア（タイ）の留学生を対象として設置さ

れた新設奨学金（西潟奨学金）の現地校からの志願者の可能性を模索するために、現地校を訪

問し、説明会等を実施し、広報活動を展開した。 

⑤ 2013年度一般入試選考結果（括弧内は2012年度）は、志願者：1,657名（1,624名）、受験者：

1,606名（1,565名）、合格者：565名（512名）で、昨年度との比較では、志願者・受験者とも微増と

なった。その他の入試の選考結果は、推薦入試：志願者107名（100名）合格者107名（100名）、

ICU特別入試：191名（164名）合格者61名（55名）、社会人特別入試：志願者17名（14名）、合格

者11名（10名）、4月入学帰国生特別入試：志願者176名（163名）合格者51名（50名）、ICU大学

入試センター試験：志願者708名（827名）、合格者312名（277名）となった。 

 

3. 本学にふさわしい教員の任用と育成 

 （1） 特任教授制度の設置とテニュア制度の検討 

   大学教員の定年後に、優れた人材を活用するための雇用制度として、これまでの大学院教授制度

を廃止し、新たに特任教授制度を導入することを決定した（2012年10月24日理事会承認）。この制

度導入により、2014年度から2人の教員を特任教授として任用することを決定した。また、長年の課

題であったテニュア制度についても検討し、その枠組みを策定した。     

 （2） ファカルティ・ディベロップメント（FD）の検証 

① 学部及び大学院でのFD活動をより効果的に行うため、2012年度も継続して他大学におけるFD

の活動内容・実施状況を関連研修会参加及び他大学への訪問等を通して情報収集に努めた。 

② ホームページのリニューアルについては、日英両語版とし、学内外の利用者にとって便利で使

い易いホームページを目指し、FDニューズレターの公開を行った。さらに、内容を吟味してFD

活動の公開を行う。 

③ 授業効果調査（TES）に寄せられたコメントを関係部署で検討し、改善に繋げた。 
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 （3） 特別学習支援に関するセミナーの実施及び情報収集 

    FD及びSD（スタッフ・ディベロップメント）の一環として、前年度に引き続き、学外講師を招き「When 

and Where Is My Body Normal?: A Topographic Analysis of the Able-bodied World」セミナーを開

催した。近年顕在化してきた発達障がい（主にアスペルガー症候群）に対する理解を深めるため、

実際に支援を行った教員へアンケートを実施し、当該学生への対応や問題点を把握すると同時に

教員間で情報共有できるシステム作りに努めた。 

 （4） 研究者情報の積極的な公開 

    2009年度に従来の「教育研究要覧」に代わり導入した「研究者情報データベース」は、専任教員及

び客員教員によるデータ更新を適宜行い、また、科学技術振興機構が提供する

Read&Researchmap（研究開発支援総合ディレクトリ）とのデータ交換作業も定期的に実施し、学外

への研究・教育業績公開をより推進した。引き続き、当該データベースをさらに充実するための方

策を検討する。 

 （5） 研究費の不正使用防止及び研究倫理委員会の設置 

    2011年9月に設置した「不正防止計画推進委員会」（目的：研究活動上の不正行為や研究費の

不正使用を防止するための計画を企画、立案する）において、教員説明会の充実等不正防止対

策について検討を行い、不正使用防止を一層推進した。また、研究プログラムを実施する上にお

いて、個人の尊厳、人権の尊重及び個人情報の保護等の倫理的配慮が適切になされているかど

うかを審査する「研究倫理委員会」を設置し、学内に審査体制を整備した。 

 

4. 構成員間のコミュニケーションの円滑化 

 （1） 理事会・教職員リトリートの開催 

   理事会と教職員のコミュニケーションを強化することを目的に、定期的に理事会・教職員リトリートを

開催することし、2012年度は2回開催した。 

① 第1回理事会・教職員リトリート（2012年9月29日開催） 

リトリートの全体テーマを「優れた教育研究を持続するために」とし、日比谷潤子学長からのメッ

セージ「理想を求めて成長し続ける大学であるために」に続き、北城恪太郎理事長からテーマ1

「持続可能な大学を目指して─財政状況の説明と今後の方針」について、岡山大学理事・副学

長許南浩先生からテーマ2「優れた教員の育成で先駆的な取組を行っている岡山大学の事例

紹介」についての講演後、グループ討議を行った。 

② 第2回理事会・教職員リトリート（2013年3月19日開催） 

日比谷潤子学長から「2013年度予算編成方針」について報告後、質疑応答を行った。 

 （2） ICU改善提案制度及びICUホットライン制度の導入 

    教職員と行政部が一体となって本学の改善を図ることを目的に、全教職員から「本学を改善する

ための創意工夫やアイディア」を求める制度として「ICU改善提案制度」を、また、本学が目指すリ

ベラルアーツ教育のさらなる充実に向け、構成員が気付いた課題、懸念及び改革すべきこと等に

ついて忌憚のない意見を理事長・学長宛に伝えることができる「ICUホットライン制度」を導入した。 

 （3） ポータルシステムの構築 

    2012年4月からポータルシステムの運用を開始し、現在では本学構成員の情報共有の場として定
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着している。お知らせを発信するだけでなく、各種委員会や学生・教職員による様々なグループの

コミュニケーション・ツールとしても活用されており、大学の情報環境の充実が図られた。 

 

5. 多様な留学制度の構築 

 （1） 留学制度の充実 

① 派遣留学各プログラムについて応募者・参加者の動向を把握し、より多くの学生がそれぞれに

適したプログラムに参加できるよう情報の収集・提供を行い、サポートを継続した。交換留学プロ

グラムでは、シドニー大学との新規学生交流協定締結に向けた調整を開始し、2013年7月締結

を予定している。夏期留学プログラムでは、韓国サマープログラム（高麗大学校、延世大学校の

2大学）を新設した。また、SEAプログラム研修校について、特に2011年度に加わった1年次SEA

プログラム新規研修校サセックス大学のプログラム内容に留意し、プログラム全体の検証、改善

を行ったと同時に、2013年度から従来実施していたエディンバラ大学のプログラム仕様が変更と

なったため同大学への派遣を中止し、代わりに１年次はシェフィールド大学、2年次はエセックス

大学でプログラムを実施すべく、調整を行った。 

② 2012年度に英語教育プログラム改革が実施され、リベラルアーツ英語プログラム（ELA）を開始

したことに伴い、入学時の英語能力が高い学生を対象とする１年次SEAプログラムを新たに設置

し、英国のSOAS（School of Oriental and African Studies, University of London）で行われるサマ

ーコースの ”Subject courses with English language support” に10名の学生を派遣した。 

③ 「イギリス文化研究」の実施校として、従来のケンブリッジ大学にリーズ大学を加え、両大学の

International Summer Schoolにそれぞれ7名と6名の学生を派遣した。 

 （2） ACUCA（Association of Christian Universities and Colleges in Asia）幹事校としての事業推進 

   2010年11月から2012年10月までACUCA事務局を本学が担当し、ACUCAの幹事校としての以下

の事業を推進した。ACUCAは、キリスト教主義高等教育機関の相互協力・質向上を目的とする団体

で、アジア8カ国57機関が加盟している（2013年3月現在）。 

① ExCo(Executive Committee) Meeting2回、Biennial Conference & General Assemblyの他、学生

が主体となるStudent Campを実施した。 

② 2013年度以降にACUCA加盟校間において新たなE-learningプログラムを開始することを目指

して、「Sustainable Development and Faith」をテーマとしたパイロット・プログラムを立ち上げ、

2012年6月には７大学が参加するテレビ会議を含む、オンラインプログラムを実施した。 

③ 2012年8月には、参加大学の学生をキャンパスに招へいし、Student Campに先立ちNetwork 

Model Wrap-up Seminarを開催した。 

④ 事務局の働きかけにより、初めてインドから2機関が加盟した。 

 （3） ACUCA Student Campの実施 

     ACUCA幹事校としてStudent Campを2012年7月に4泊5日の日程で主催した。Student Camp には

加盟大学から約100名の学生が集い、キリスト教の信仰や使命について理解を深め、「ともに歩む明

日を目指して‐私たちの夢、私たちの力‐」をテーマに、環境に優しい「持続可能な社会の実現」に

向けた具体的な方策について話し合った。 
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6. 学生支援の充実 

 （1） ピースベル奨学金の充実及び東日本大震災で被災した学生に対する特別措置の実施 

① 2008年度から給付を開始したPeace Bell奨学金のさらなる充実を図るため、従来の通常枠（1名

あたり年間100万円を原則4年間給付）に加えて特別枠を設置し、運用を開始した。特別枠では

授業料及び施設費を原則4年間免除し、かつ本学学生寮に居住する際の入寮費、寮費も免除

する（免除額は年額約195万円）。結果、2012年度には新たに12名のPeace Bell奨学生を迎え、

奨学生総数（入学時点）は44名となった。 

② 東日本大震災後、被災した学生に対しては特別措置として入学金や授業料・施設費を免除し

てきたが、2012年度入学志願者及び入学者に対しても、特別措置として受験料、入学金、授業

料・施設費の免除を実施した。 

 （2） 新学生寮におけるCA制度（コミュニティー・アシスタント制度）の導入 

    在寮期間を最長2年間としたことにより各新学生寮では、寮生の多くが下級生（1、2年生）となる。

そのため、上級生（3、4年生）をCA（コミュニティー・アシスタント）として数名ずつ各寮に配置した。

CAは下級生に対して健全な寮の利用や運営について指導、助言を行うとともに個人的悩みの相

談にも応じている。 

 （3） 進路支援体制の全学的強化 

     求人企業や社会のニーズを考慮し、学生からの要望に応えることを意識した支援行事（全学年

対象）を特に強化した。具体的には、①選考時期の早い外資系企業等を受験する学生対象に、冬

学期にも支援行事を開催した（春学期に開催する就職ガイダンスでは準備が間に合わないという

学生の声に配慮したもの）。②本学教員の協力を得て講師を招き、授業（公開講座）を通して、国

際機関で働くことや、卒業後も視野にいれたキャリアデザインを考える複数の機会を学生に提供し

た。また、新たに作成した『ＩＣＵキャリア・レディネス』を用いて広報活動を展開（企業訪問100社、

来学企業170社）したことにより、6月卒業後や夏休み以降の就職活動生の採用に繋がった。 

 

7. キャンパス環境の向上と安全確保 

 （1） 危機管理への取り組み 

    危機管理規程（2011年6月制定）に基づき設置された大学危機管理委員会において検討を重ね、

大学本館耐震補強工事をはじめ、大学構成員の安否確認の方法、個別対応マニュアルの策定、

避難訓練の実施等について方針を策定した。これに基づき、本館耐震補強工事の第１期（7月・8

月）及び第2期（3月）を実施した。また、大学本館と理学館とで同時に避難訓練を実施した（11月4

日3時限目）。 

 （2） 環境問題への取り組み 

    2011年度設置の「サステナブル・キャンパス委員会」で定められた「ICU環境宣言」に基づく全学

的指針に沿い、温暖化ガス排出基準に対する全学的対策、エコプロダクツ2012への出展等を含む

教育プログラムや学生活動等環境への取り組みを推進した。これら環境活動に関する情報をとりま

とめた「ICU Sustainable Campus Annual Report」をウェブサイト上で公開する等、種々の情報公開

に努めた。 

 （3） 省エネ対策（節電対応）の実施 
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    インフラ整備計画により省エネ対策を展望した改修計画を実施し、CO2削減に資するエネルギー

対策（可視化）としての中央監視システム設置に向けた改修計画を推進した。さらに、日射調整フィ

ルム工事等のエネルギー効率化対策の推進、暖房機器運用ルールの見直し等，学内での節電運

動のさらなる展開を図った。それらの施策の結果、一定の成果をあげたが、温暖化効果ガス排出

量をCO2換算で年間約3,900トン以下に抑えるという目標に向けてさらに努力する。 

 （4） キャンパスセキュリティの確保 

    広大なキャンパスにおけるセキュリティを確保するために、キャンパス内の木造家屋等の耐震診

断、倒木・落木の管理等を実施した。 

 （5） 文書管理システムの充実 

    新しい文書管理システムを導入し、部署内の電子文書や業務データを安全かつ効率的に一元管

理できる環境が整った。文書を管理するだけでなく、大学の様々な会議体の資料を文書管理シス

テムによって共有することができるため、大学内のペーパーレス化の促進に寄与している。 

 

8.  財政基盤の強化 

 （1） 大学教育研究予算の策定 

    大学は、理事会から提示された予算額内におさめることを前提に、学長のもと2013年度大学教育

研究予算を策定した（学長による全部長レビュー、経常経費レビュー、特別予算レビュー、IT予算

レビューの実施）。「経常的経費(人件費、物件費)予算」の削減を実施するとともに、教学改革改善、

学生募集重点施策、効果的な広報活動や施設改修等に関する予算を「特別予算」として積極的に

予算化した。さらに、新たに発生した案件等に対し、学長の判断により柔軟かつ迅速に対応するた

めに使用できる予算として「学長特別予算(20百万円)」を設定した。2013年度大学教育研究予算

は，2013年2月27日の理事会において承認された。 

 （2） 外部資金の積極的な獲得 

① 文部科学省グローバル人材育成推進事業（2012-2016年度）タイプＡ（全学推進型）に、本学の

取組が採択され、2012年度補助金24,311千円を獲得した（補助金総額5カ年で167,295千円）。

この取組で本学は、献学当初からの教育目標を一層高いレベルで実現することを目的に、3つ

の柱「英語運用能力のさらなる伸張」「英語開講専門科目履修を通じた情報発信能力（ライティ

ング）の涵養」「教育目的達成の具体的検証としての単位取得を伴う海外留学」を推進する。 

② 文部科学省私立大学教育研究活性化設備整備事業に、本学の取組「自発的学習者としての

学生を支援する多機能ライティングセンター」が採択され、補助金6,398千円を獲得した。この

補助金を活用し、本学図書館１階のフロアにライティングサポートの基盤となるライティング指導

のための1）ライティングサポートエリア、自主学修環境を提供する2）グループラーニングエリア

及び3）多目的ラーニングエリアを整備・設置し、充実したサポート体制と自主学修環境を提供す

ることにより、自立した書き手を育成する環境を整えた。 

 

B. 高等学校部門 

  本校は、全生徒数のうち3分の2が帰国生という特色をもち、1978年開学以来、帰国生教育に正面から取

り組むこと、帰国生と国内生の長所を生かすこと、多様な生徒が共に学び理解を深める教育環境を築くこと
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を目標としている。その卒業生は世界各地の様々な分野で活躍している。 

 本校は、中長期的展望にたち、さらに発展し、献学の理念を達成するため、2012年度は通常の事業に加

え以下の事業を行った。 

  （1） 新カリキュラム実施に向けた施策及び国際化の強化 

    2012年度は、2013年度から実施される新学習指導要領に沿って、2011年度に引き続き理科と数

学のカリキュラムの先行実施、１年生の英語授業を全て英語で実施、数学の一部の授業を英語で

実施する準備を、新カリキュラム実施に対応した教員人事と併せて行った。 

 （2） 生徒（受験生）確保のためのリクルート活動 

①国内広報活動では、引き続き教員の組織的な動員・協力のもと各種合同学校説明会に参加した。

校内で開催した帰国生帰国生ガイダンスには、1,136名が来校した。また、帰国生・国内生合同

の説明会・相談会では、教育方針や入試の特徴を説明すると同時に、在校生による学校生活

やクラブ活動等を紹介することで本校の特色を伝え、1,112名が来校した。 

②海外広報活動では、2012年5月に北米、6月に香港・シンガポール・マレーシア・パリ・ロンドン、9

月にバンコク・ジャカルタ・上海において学校説明会を開催し、764名の受験生とその家族が参

加した。特に5月の北米の学校説明会は、大学及びJICUFと協力して合同説明会を実施した。 

 （3）図書館の充実に係る施策の実施 

    蔵書データの電子化及び父母の会の資金援助を受けて什器・家具を更新し、閲覧・貸し出し等

の利用効率の向上を図った。また、大学図書館と連携し、資料検索等の授業支援充実を図った。 

 （4）高校施設の改修 

   高校施設改修計画に基づき、以下の改修を行った。 

① 高校S棟1階のラウンジを保健室に改修した。また、旧保健室をスクールカウンセラーの相談室

を兼ねた面接室に改修した。 

② 老朽化した寮5棟の屋上防水の改修工事を一括して実施した。 

 

C. 法人部門 

 （1）献学60周年記念事業の推進 

   献学60周年記念事業を支える3つの柱のうち（1）“アカデミックプログラムの充実”では、「Aspen 

Cultural Diplomacy Forum」を、2012年10月22日から24日の3日間、世界22か国から90名を超える要

人・有識者を迎え、アスペン研究所、JICUF、国際基督教大学の共催で開催した。また、2013年度に

授業を開講する献学60周年記念教授の広報活動に着手した。（2）“キャンパス・教育環境の整備”で

は、フィールド人工芝化を推進しほぼ年度内の完成見通しを得た。（3）“給付奨学金制度の充実”で

は「ICU Peace Bell」奨学金や、「東日本大震災特別措置」の継続により学生を支援した。また、「献

学60周年記念礼拝」を6月12日に開催し、北城恪太郎理事長による礼拝説教（「賜物を生かす道」）

が行われた。 

 （2）募金活動の活性化 

    奨学金寄付者に対し定期的な報告を行うと同時に、個別の訪問等に対応しつつ、寄付者が集う

様々なイベントにおいて大学とのコミュニケーションを深めた。「ICU Peace Bell奨学金」寄付申し出

の累計額は2013年3月31日現在で約3億8千万円となった。2006年度から2011年度にかけて件数
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が減少傾向にあったが、「献学60周年記念事業募金」を開始した2011年度には増加に転じている。

また、「教育研究資金」については趣意書を刷新し、個別に送付した。「一般寄付金」についてはあ

らたな寄付獲得を目指して企業・団体への訪問を続けた。さらに、ロータリークラブとは定期的な訪

問を通じて情報提供と情報交換を行い、会長から各クラブにご支援の手紙を発信していただく等

募金活動の活性化の協力を得た。「フィールド人工芝化募金」には幅広い年齢層が応じ、寄付の

裾野を広げ、2013年2月に人工芝工事を開始した（2013年4月初旬完成）。「ワンコインから募金」も

前年の実績を大きく上回る結果を得た。 

 （3）キャンパス・マスタープランとキャンパス整備計画の検討 

    献学60周年記念事業計画で位置づけられたキャンパス・マスタープラン委員会が、キャンパス内

の建物・設備調査、環境調査等を踏まえ検討し策定した、キャンパス・マスタープランを受けて、こ

れに連動する形で既設の学内関係者で構成される委員会が学内状況を踏まえ、新たな教室棟を

はじめ教職員住宅の建替計画等キャンパスにおける共通課題を財務理事の諮問により審議、検討

を開始した。 

 （4）大学歴史資料室の設立準備 

2013年度に大学図書館内に設置する大学歴史資料室の準備作業において、50年史編纂の

ために収集された約8,000件の主要資料の移動・整理作業並びに写真5,300枚及び一部の資料

のデジタル化が完了した。大学史料データベースとして2013年度の前半に公開する予定である。 

 （5）大学教育研究予算の設定 

    理事会は、2013年度予算から、大学の自立的財政運営を目指すことを念頭に、財務理事から予

算額（学生寮3棟、大学食堂・ダイアログハウス棟及び大規模な改修工事等に係る収支を除いた

もの）を提示（理事会提示予算）し、学長のもとその予算額内（教育研究予算）において大学を運

営することに変更した。このことにより、理事会・大学が一体となって、持続可能な大学財政の構築

に向けて始動する体制を整えた。 

 （6）理事会委員会活動報告 

① 2012年度は財務委員会を3回開催し、持続可能な財政構造の構築に向けて、今後の大学財政

の収支見直し、財政改善策と2020年度収支改善シミュレーション、本館等の新規建物建設の資

金調達、基本金の有効活用等様々な観点から検討を重ねた。 

② 人事委員会を3回開催し、大学教育職員の人事制度を中心に検討を行った。定年後の優れた

人材を活用するための雇用制度として、特任教授制度を導入した。また、教員活動評価及びテ

ニュア制度のあり方についても検討を行った。 

③ その他、理事会のもとに置かれた「キリスト者条項に関する小委員会」や「学務委員会」が検討

を重ねた結果を理事会に報告し、理事会においてこれらの報告に基づき討議を行った。 

 

 



Ⅲ. 財務の概要

1. 学校法人会計について

（1）概要

学校法人の目的は教育研究活動の遂行であり、営利を目的とする企業とは異なります。

そのため学校法人は、学生からの学生生徒等納付金、学内外関係者からの寄付金、国や地

方公共団体からの補助金などを受け入れて収入とし、これらを教育研究活動に必要な支出

に充てています。学校法人は受け入れた収入で最善の教育を提供することを求められ、営

利活動を目的とする企業のように利潤を生み出すことは必ずしも求められていません。

一方、学校法人の収入の大半は学生生徒等納付金や補助金のように固定的かつ制約的な

性格を持つ科目で占められているため、限定された収入の中で組織を維持し、効率的な教

育研究活動のための支出を行うことが重要な課題となります。そのため企業と比べて予算

が重要視され、学校法人の教育研究活動を財務面から報告する計算書類でも予算と実績を

対比して報告する方式を採用しています。さらに学校法人は、寄付金や補助金の受託者と

して、委託者である寄付者や国等から受け入れた資金等が教育研究活動のために適切に支

出されたこと、及びこれらの資金等の保全と運用の詳細について明らかにすることが要求

されます。従って学校法人会計では、これらの要求のもと教育研究活動がどのように遂行

されたかを計算書類で開示するために、企業会計とは異なり学校会計基準を設けています。

具体的には、学校法人は資金収支計算書、消費収支計算書及び貸借対照表を作成して、利

害関係者及び広く社会一般に対してその財務情報をわかりやすく開示することが義務づ

けられています。

資金収支計算書は、企業が作成するキャッシュ・フロー計算書に類似した計算書です。

資金収支計算書には、一会計年度における全ての資金の流入と全ての資金の流出（施設の

建設や借入金等を含む）が記録されます。これにより収入と支出の内容を明確にし、年度

末の現預金の状況を報告します。この計算書類から、その学校法人にどのような収入や支

出があるか、そして資金繰りの健全性があるかを見ることができます。

消費収支計算書は、企業が作成する損益計算書に類似した計算書です。消費収支計算書

には、一会計年度における帰属収入（負債を除く全ての収入）から基本金組入額（施設設

備等の購入に相当する金額）を差し引いた金額を消費収入としてまず記載します。次に人

件費や減価償却費、借入金利息等の消費支出を消費収入から差し引いた金額を末尾に報告

し、その会計年度における消費収入と消費支出の差額を表示するので、学校法人のその会

計年度における消費収入の超過あるいは消費支出の超過の状態を確認することができま

す。

貸借対照表は、企業が作成する貸借対照表の様式に類似した計算書類です。貸借対照表

は、一会計年度末における学校法人の資産と負債を表示し、資産と負債の差額として正味

財産の額を明らかにするものです。この計算書類からは、資産等の調達源泉とその運用形

態が明らかにされ、よって学校法人の財政状態の健全性を知ることができます。



（2）計算書類の各科目の説明

（単位：円）

　消　費　収　入　の　部
科　　　　目 2012年度決算 2011年度決算 差　　異

学生生徒等納付金 4,876,119,710 4,960,922,041 △ 84,802,331
手数料 143,561,870 141,986,507 1,575,363
寄付金 276,199,384 407,545,273 △ 131,345,889
補助金 1,028,246,818 1,078,235,697 △ 49,988,879
　国庫補助金 742,780,000 783,535,000 △ 40,755,000
　学術振興資金 0 1,500,000 △ 1,500,000
　地方公共団体補助金 281,619,668 280,664,297 955,371
　東京都私学財団補助金 3,847,150 12,536,400 △ 8,689,250
資産運用収入 838,969,681 341,086,881 497,882,800
資産売却差額 27,411 0 27,411
事業収入 444,374,869 412,329,112 32,045,757
雑収入 353,373,261 274,666,662 78,706,599
帰属収入合計 7,960,873,004 7,616,772,173 344,100,831
基本金組入額合計 △ 476,064,326 △ 773,218,132 297,153,806
消費収入の部合計 7,484,808,678 6,843,554,041 641,254,637

　消　費　支　出　の 部
科　　　　目 2012年度決算 2011年度決算 差　　異

人件費 5,233,562,542 4,897,718,139 335,844,403
教育研究経費 2,274,900,508 2,338,319,847 △ 63,419,339
管理経費 1,366,878,139 1,506,373,815 △ 139,495,676
借入金等利息 101,290,390 96,925,238 4,365,152
資産処分差額 50,909,269 33,440,110 17,469,159
消費支出の部合計 9,027,540,848 8,872,777,149 154,763,699
当年度消費支出超過額 1,542,732,170 2,029,223,108
前年度繰越消費支出超過額 10,059,735,739 8,030,512,631
翌年度繰越消費支出超過額 11,602,467,909 10,059,735,739

（単位：円）

　収　入　の　部
科　　　目 2012年度決算 2011年度決算 差　　異

学生生徒等納付金収入 4,876,119,710 4,960,922,041 △ 84,802,331
手数料収入 143,561,870 141,986,507 1,575,363
寄付金収入 256,205,418 373,669,534 △ 117,464,116
補助金収入 1,028,246,818 1,078,235,697 △ 49,988,879
　国庫補助金収入 742,780,000 783,535,000 △ 40,755,000
　学術振興資金収入 0 1,500,000 △ 1,500,000
　地方公共団体補助金収入 281,619,668 280,664,297 955,371
　東京都私学財団補助金収入 3,847,150 12,536,400 △ 8,689,250
資産運用収入 838,969,681 341,086,881 497,882,800
資産売却収入 25,000,000 25,000,000 0
事業収入 444,374,869 412,329,112 32,045,757
雑収入 349,948,261 271,363,839 78,584,422
借入金等収入 1,375,000,000 400,200,000 974,800,000
前受金収入 769,458,963 791,999,359 △ 22,540,396
その他の収入 362,960,236 1,645,310,418 △ 1,282,350,182
資金収入調整勘定 △ 1,110,665,856 △ 990,354,734 △ 120,311,122
前年度繰越支払資金 1,293,128,803 687,971,720
　収　入　の　部　合　計 10,652,308,773 10,139,720,374 △ 92,568,684

　支　出　の　部
科　　　目 2012年度決算 2011年度決算 差　　異

人件費支出 5,054,734,212 4,950,618,144 104,116,068
教育研究経費支出 1,604,477,776 1,660,630,220 △ 56,152,444
管理経費支出 1,012,152,643 1,156,655,268 △ 144,502,625
借入金等利息支出 101,290,390 96,925,238 4,365,152
借入金等返済支出 854,516,000 354,956,000 499,560,000
施設関係支出 140,940,070 401,298,069 △ 260,357,999
設備関係支出 112,989,196 197,790,330 △ 84,801,134
資産運用支出 616,614,562 113,617,956 502,996,606
その他の支出 648,371,267 500,279,408 148,091,859
資金支出調整勘定 △ 372,438,377 △ 586,179,062 213,740,685
次年度繰越支払資金 878,661,034 1,293,128,803 △ 414,467,769
　支　出　の　部　合　計 10,652,308,773 10,139,720,374 512,588,399

消 費 収 支 計 算 書

資 金 収 支 計 算 書

学生生徒から納入された授業料、施設費、
入学金、実習料など

入学検定料や証明手数料など

消費収支では現物寄付を含む

国や東京都からの私学助成補助金やプロ
グラム補助金など

預金利息や基金等運用収益、施設設備の
貸出に係る利用料など

寮費、課外講座受講料、学外機関からの
受託研究費など

退職金財団等からの退職時交付金、その
他の収入

上記の消費収入科目（借入金等の負債性
の収入を除く収入）の合計

施設の建設や拡充等のために自己資金で
支出した額に相当する額

帰属収入から基本金組入額を控除した大
学の経常的な諸活動に充当できる収入

教職員（非常勤講師、非常勤職員を含む）
の給与・所定福利費など
消費収支では、退職給与引当金繰入額を
含む

教育研究活動や法人業務、学生募集等の
ための消耗品費、業務委託費、奨学費、修
繕費など
消費収支では減価償却額を含む

当年度に納入された翌年度分の授業料等

当年度の活動に関する収入のうち、前年度
以前の収入（前期末前受金）及び翌年度以
降の収入（期末未収入金）を調整

前年度末時点での現預金の有り高

建物（付属設備を含む）、構築物、建設仮勘
定（建物・構築物等が完成するまでの支出）

教育研究用・その他の機器備品、図書等

有価証券購入や基金への繰入支出など

当年度の活動に関する支出のうち、前年度
以前の支出（前期末前払金）及び翌年度以
降の支出（期末未払金）を調整

当該年度末時点での現預金の有り高



（単位：円）

　資　産　の　部
科　　　目 2012年度末 2011年度末 増　　減

固定資産 68,541,840,130 68,791,913,299 △ 250,073,169
　有形固定資産 22,128,229,934 22,923,614,401 △ 795,384,467
　　　土　地 718,909,993 718,909,993 0
　　　建　物 15,454,336,507 16,087,017,375 △ 632,680,868
　　　その他の有形固定資産 5,954,983,434 6,117,687,033 △ 162,703,599
　その他の固定資産 46,413,610,196 45,868,298,898 545,311,298
流動資産 1,239,116,779 1,568,708,073 △ 329,591,294
　　　現金預金 878,661,034 1,293,128,803 △ 414,467,769
　　　その他の流動資産 360,455,745 275,579,270 84,876,475
　資　産　の　部　合　計 69,780,956,909 70,360,621,372 △ 579,664,463

　負　債　の　部
科　　　目 2012年度末 2011年度末 増　　減

固定負債 6,803,174,756 7,088,925,020 △ 285,750,264
　　　長期借入金 4,804,402,000 5,250,058,000 △ 445,656,000
　　　その他の固定負債 1,998,772,756 1,838,867,020 159,905,736
流動負債 3,074,180,032 2,301,426,387 772,753,645
　　　短期借入金 1,820,656,000 854,516,000 966,140,000
　　　その他の流動負債 1,253,524,032 1,446,910,387 △ 193,386,355
　負　債　の　部　合　計 9,877,354,788 9,390,351,407 487,003,381
　基　本　金　の　部

科　　　目 2012年度末 2011年度末 増　　減
第１号基本金 31,390,750,548 30,914,686,222 476,064,326
第２号基本金 0 0 0
第３号基本金 39,538,319,482 39,538,319,482 0
第４号基本金 577,000,000 577,000,000 0
　基 本 金 の 部 合 計 71,506,070,030 71,030,005,704 476,064,326
　消 費 収 支 差 額 の 部

科　　　目 2012年度末 2011年度末 増　　減
翌年度繰越消費支出超過額 11,602,467,909 10,059,735,739 1,542,732,170
　消費収支差額の部合計 △ 11,602,467,909 △ 10,059,735,739 △ 1,542,732,170

科　　　目 2012年度末 2011年度末 増　　減
　負債の部、基本金の部及
　び消費収支差額の部合計

69,780,956,909 70,360,621,372 △ 579,664,463

貸　借　対　照　表

土地、建物、構築物、教育研究用・その他の
機器備品、図書など

退職年金積立金、有価証券、施設利用権や
第３号基本金引当資産など

現金預金、未収入金、貯蔵品、短期貸付
金、前払金、立替金など

長期借入金、退職給与引当金、退職年金預
り金、長期未払金

短期借入金、未払金、前受金、預り金

施設・設備等の固定資産の取得額

将来取得する固定資産の取得に充てる金
銭その他の資産の額

教育研究基金、奨学基金など基金として継
続的に保持し運用する金銭その他の資産の
額

支払資金として恒常的に保持すべき資金



2. 2012年度決算の概要

（1）消費収支計算書

消費収支計算書は、当該会計年度の消費収入及び消費支出の内容と、消費収支の均衡状態を明ら

かにするものです。

帰属収入（借入金等の負債性の収入を除く収入）は7,961百万円となり、前年度比344百万円の

増加となりました。基金からの繰り入れ増により資産運用収入が498百万円増、新学生寮の寮費収

入増により事業収入が33百万円増、退職交付金等増により雑収入が78百万円増加となった一方で、

学生生徒数減により学生生徒等納付金が 85 百万円減、私立大学等経常費補助金等減により補助金

が50百万円減、寄付金が132百万円減少しました。

また、基本金組入額（施設の建設や拡充等のために自己資金で支出した額に相当する額）が前年

度比297百万円減の476百万円となり、帰属収入から基本金組入額を控除した消費収入（大学の経

常的な諸活動に充当できる収入）は、前年度比641百万円増の7,485百万円となりました。

消費支出は 9,027 百万円となり、前年度比 154 百万円の増加となりました。人件費が 37 百万円

増、退職給与引当金繰入額が299百万円増、教育研究経費・管理経費が合わせて204百万円減、ま

た図書の廃棄等により資産処分差額が18百万円増加しました。

結果として、当年度消費支出超過額（消費収入-消費支出）は 1,542 百万円となり、前年度に比

して 487 百万円支出超過が減少しました。前年度繰越消費支出超過額 10,060 万円と合わせ、翌年

度繰越消費支出超過額は、11,602百万円となりました。

   

 
 
 

（2）資金収支計算書

資金収支計算書は、当該会計年度の教育研究等の諸活動に対応するすべての収入及び支出の内容

と、支払資金（現金及びいつでも引き出すことができる預貯金）の収入及び支出のてん末を明らか

にするものです。

収入は、借入金や学生生徒等納付金の前受金等を含め9,452百万円となり、前年度繰越支払資金

を加えて、10,140百万円となりました。帰属収入で述べた主な要因に加えて、新施設建設による借

入金収入が前年度比 1,640 百万円減、特定資産からの繰入減少等によりその他の収入が前年度比

1,507百万円減等となりました。
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帰属収入　7,961百万円
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消費支出　9,027百万円

人件費
5,234
(58%)教育研究

経費 2,275
    (25.2%)

管理経費
　 1,366
  (15.1%)

借入金等利息
   101 (1.1%)

資産処分差額
51 (0.6%)



支出は、借入金等返済や施設・設備関係支出等を含め8,847百万円となりました。消費支出で述

べた主な要因（減価償却費は除く）に加えて、借入金等返済支出が前年度比 20 百万円減、また施

設関係支出が学生寮建設により前年度大幅に増加したため、当年度は3,557百万円減となりました。

当年度収入に前年度繰越支払資金を加えた資金収入 10,140 百万円から当年度資金支出 8,847 百

万円を控除し、1,293百万円が次年度繰越支払資金となりました。

（3）貸借対照表

貸借対照表は、会計年度末における資産及び負債、基本金、消費収支差額の状況を示し、学校法

人の財政状態を明らかにするものです。 
資産の部合計は前年度末より1,055百万円減少し、70,361百万円となり、負債の部合計は前年度

末より 201 百万円増加し、9,390 百万円となりました。基本金の部は、新規の固定資産取得等によ

り第1号基本金が773百万円増の71,030百万円となりました。

2012年 3月31日現在、資産の部合計から負債の部合計を引いた正味財産は、60,970百万円とな

りました。)



（単位：円）

　収　入　の　部

2008年度（平成20年度） 2009年度（平成21年度） 2010年度（平成22年度） 2011年度（平成23年度） 2012年度（平成24年度）

学生生徒等納付金収入 4,897,148,183 4,859,322,989 4,953,242,950 4,960,922,041 4,876,119,710

手数料収入 156,098,013 149,927,972 147,463,732 141,986,507 143,561,870

寄付金収入 297,426,810 441,739,587 433,964,098 373,669,534 256,205,418

補助金収入 998,590,969 1,040,620,493 920,739,907 1,078,235,697 1,028,246,818

国庫補助金収入 709,025,400 747,282,000 616,333,000 783,535,000 742,780,000

学術振興資金収入 0 0 1,000,000 1,500,000 0

地方公共団体補助金収入 287,013,569 290,098,493 298,335,107 280,664,297 281,619,668

東京都私学財団補助金収入 2,552,000 3,240,000 5,071,800 12,536,400 3,847,150

資産運用収入 410,357,777 360,561,743 236,101,958 341,086,881 838,969,681

資産売却収入 225,000,000 417,108,762 25,000,000 25,000,000 25,000,000

事業収入 270,568,277 260,281,228 312,847,446 412,329,112 444,374,869

雑収入 213,609,038 209,913,808 310,252,757 271,363,839 349,948,261

借入金等収入 400,000 3,059,400,000 2,040,000,000 400,200,000 1,375,000,000

前受金収入 728,484,542 812,281,973 756,489,436 791,999,359 769,458,963

その他の収入 1,212,730,913 1,428,956,383 3,152,763,834 1,645,310,418 362,960,236

資金収入調整勘定 △ 1,012,872,941 △ 888,780,424 △ 1,095,845,018 △ 990,354,734 △ 1,110,665,856

前年度繰越支払資金 2,954,711,445 2,395,186,787 1,330,943,490 687,971,720 1,293,128,803

収　入　の　部　合　計 11,352,253,026 14,546,521,301 13,523,964,590 10,139,720,374 10,652,308,773

　支　出　の　部

2008年度（平成20年度） 2009年度（平成21年度） 2010年度（平成22年度） 2011年度（平成23年度） 2012年度（平成24年度）

人件費支出 4,766,199,463 4,859,171,013 5,064,706,092 4,950,618,144 5,054,734,212

教育研究経費支出 1,553,645,503 1,539,361,548 1,602,802,349 1,660,630,220 1,604,477,776

管理経費支出 988,537,252 1,055,280,417 1,241,534,753 1,156,655,268 1,012,152,643

借入金等利息支出 43,869,831 56,744,555 88,674,198 96,925,238 101,290,390

借入金等返済支出 199,070,000 499,270,000 374,470,000 354,956,000 854,516,000

施設関係支出 947,604,406 4,924,066,240 3,958,363,778 401,298,069 140,940,070

設備関係支出 154,007,657 259,899,695 198,236,747 197,790,330 112,989,196

資産運用支出 170,497,426 126,164,324 216,241,863 113,617,956 616,614,562

その他の支出 409,269,592 362,359,794 528,779,416 500,279,408 648,371,267

〔予備費〕

資金支出調整勘定 △ 275,634,891 △ 466,739,775 △ 437,816,326 △ 586,179,062 △ 372,438,377

次年度繰越支払資金 2,395,186,787 1,330,943,490 687,971,720 1,293,128,803 878,661,034

支　出　の　部　合　計 11,352,253,026 14,546,521,301 13,523,964,590 10,139,720,374 10,652,308,773

3.　経年推移の概要（資金収支計算書、消費収支計算書、貸借対照表）

科　　目

科　　目

資　金　収　支　計　算　書（概要）



（単位：円）

　消　費　収　入　の　部

2008年度（平成20年度） 2009年度（平成21年度） 2010年度（平成22年度） 2011年度（平成23年度） 2012年度（平成24年度）

学生生徒等納付金 4,897,148,183 4,859,322,989 4,953,242,950 4,960,922,041 4,876,119,710

手数料 156,098,013 149,927,972 147,463,732 141,986,507 143,561,870

寄付金 308,286,212 458,552,678 451,403,411 407,545,273 276,199,384

補助金 998,590,969 1,040,620,493 920,739,907 1,078,235,697 1,028,246,818

国庫補助金 709,025,400 747,282,000 616,333,000 783,535,000 742,780,000

学術振興資金 0 0 1,000,000 1,500,000 0

地方公共団体補助金 287,013,569 290,098,493 298,335,107 280,664,297 281,619,668

東京都私学財団補助金 2,552,000 3,240,000 5,071,800 12,536,400 3,847,150

資産運用収入 410,357,777 360,561,743 236,101,958 341,086,881 838,969,681

資産売却差額 24,990 21,182 0 0 27,411

事業収入 270,568,277 260,281,228 312,847,446 412,329,112 444,374,869

雑収入 213,609,038 215,241,399 317,224,647 274,666,662 353,373,261

帰属収入合計 7,254,683,459 7,344,529,684 7,339,024,051 7,616,772,173 7,960,873,004

基本金組入額合計 △ 630,582,842 △ 2,172,918,300 △ 3,137,457,855 △ 773,218,132 △ 476,064,326

6,624,100,617 5,171,611,384 4,201,566,196 6,843,554,041 7,484,808,678

　消　費　支　出　の　部

2008年度（平成20年度） 2009年度（平成21年度） 2010年度（平成22年度） 2011年度（平成23年度） 2012年度（平成24年度）

人件費 4,683,815,750 4,851,234,715 5,045,613,171 4,897,718,139 5,233,562,542

教育研究経費 2,031,882,113 2,115,392,235 2,204,591,143 2,338,319,847 2,274,900,508

管理経費 1,126,690,370 1,242,959,613 1,536,694,684 1,506,373,815 1,366,878,139

借入金等利息 43,869,831 56,744,555 88,674,198 96,925,238 101,290,390

資産処分差額 156,733,852 30,784,175 10,222,586 33,440,110 50,909,269

徴収不能引当金繰入額 0 23,239,030 0 0 0

〔予備費〕

8,042,991,916 8,320,354,323 8,885,795,782 8,872,777,149 9,027,540,848

当年度消費収入超過額 0 0 0 0 0

当年度消費支出超過額 1,418,891,299 3,148,742,939 4,684,229,586 2,029,223,108 1,542,732,170

前年度繰越消費収入超過額 1,221,351,193 0 0 0 0

前年度繰越消費支出超過額 0 197,540,106 3,346,283,045 8,030,512,631 10,059,735,739

翌年度繰越消費収入超過額 0 0 0 0 0

翌年度繰越消費支出超過額 197,540,106 3,346,283,045 8,030,512,631 10,059,735,739 11,602,467,909

消　費　収　支　計　算　書（概要）

科　　目

消費収入の部合計

科　　目

消費支出の部合計



（単位：円）

　資　産　の　部

2008年度末(平成20年度末) 2009年度末(平成21年度末) 2010年度末(平成22年度末) 2011年度末(平成23年度末) 2012年度末(平成24年度末)

固定資産 66,872,545,763 69,839,883,019 70,400,933,959 68,791,913,299 68,541,840,130

　　有形固定資産 15,654,754,774 20,073,357,085 23,347,159,872 22,923,614,401 22,128,229,934

　　土地 719,463,134 719,463,134 719,463,134 718,909,993 718,909,993

　　建物 9,151,333,880 11,263,763,734 16,303,087,636 16,087,017,375 15,454,336,507

　　その他の有形固定資産 5,783,957,760 8,090,130,217 6,324,609,102 6,117,687,033 5,954,983,434

その他の固定資産 51,217,790,989 49,766,525,934 47,053,774,087 45,868,298,898 46,413,610,196

流動資産 2,682,624,558 1,554,447,512 1,014,414,848 1,568,708,073 1,239,116,779

　　現金預金 2,395,186,787 1,330,943,490 687,971,720 1,293,128,803 878,661,034

　　その他の流動資産 287,437,771 223,504,022 326,443,128 275,579,270 360,455,745

69,555,170,321 71,394,330,531 71,415,348,807 70,360,621,372 69,780,956,909

　負　債　の　部

2008年度末(平成20年度末) 2009年度末(平成21年度末) 2010年度末(平成22年度末) 2011年度末(平成23年度末) 2012年度末(平成24年度末)

固定負債 3,513,039,877 6,116,205,772 7,584,172,545 7,088,925,020 6,803,174,756

　　長期借入金 1,634,400,000 4,219,330,000 5,704,374,000 5,250,058,000 4,804,402,000

　　その他の固定負債 1,878,639,877 1,896,875,772 1,879,798,545 1,838,867,020 1,998,772,756

流動負債 1,293,259,133 1,505,078,087 1,604,901,321 2,301,426,387 3,074,180,032

　　短期借入金 199,270,000 174,470,000 354,956,000 854,516,000 1,820,656,000

　　その他の流動負債 1,093,989,133 1,330,608,087 1,249,945,321 1,446,910,387 1,253,524,032

4,806,299,010 7,621,283,859 9,189,073,866 9,390,351,407 9,877,354,788

　基 本 金　の　部

2008年度末(平成20年度末) 2009年度末(平成21年度末) 2010年度末(平成22年度末) 2011年度末(平成23年度末) 2012年度末(平成24年度末)

第 1 号基本金 24,463,983,173 27,004,010,235 30,141,468,090 30,914,686,222 31,390,750,548

第 2 号基本金 367,108,762 0 0 0 0

第 3 号基本金 39,538,319,482 39,538,319,482 39,538,319,482 39,538,319,482 39,538,319,482

第 4 号基本金 577,000,000 577,000,000 577,000,000 577,000,000 577,000,000

64,946,411,417 67,119,329,717 70,256,787,572 71,030,005,704 71,506,070,030

　消　費　収　支　差　額　の　部

2008年度末(平成20年度末) 2009年度末(平成21年度末) 2010年度末(平成22年度末) 2011年度末(平成23年度末) 2012年度末(平成24年度末)

翌年度繰越消費収入超過額 0 0 0 0 0

翌年度繰越消費支出超過額 197,540,106 3,346,283,045 8,030,512,631 10,059,735,739 11,602,467,909

△ 197,540,106 △ 3,346,283,045 △ 8,030,512,631 △ 10,059,735,739 △ 11,602,467,909

2008年度末(平成20年度末) 2009年度末(平成21年度末) 2010年度末(平成22年度末) 2011年度末(平成23年度末) 2012年度末(平成24年度末)

69,555,170,321 71,394,330,531 71,415,348,807 70,360,621,372 69,780,956,909

貸 借 対 照 表（概要）

科　　目

資 産 の 部 合 計

科　　目

負 債 の 部 合 計

科　　目

基 本 金 の 部 合 計

科　　目

消 費 収 支 差 額 の 部 合 計

科　　目

負債の部、基本金の部及び
消費収支差額の部合計



No. 比　　率 算式（*100） 部門 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 説明（2012年度末時点）

人件費 法人全体 64.6 66.1 68.8 64.3 65.7

帰属収入 大　学 66.2 67.6 69.4 66.0 66.1

人件費 法人全体 95.6 99.8 101.9 98.7 107.3

学生生徒等納付金 大　学 92.7 95.9 98.1 96.4 103.4

教育研究経費 法人全体 28.0 28.8 30.0 30.7 28.6

帰属収入 大　学 29.7 29.9 31.6 32.4 30.1

管理経費 法人全体 15.5 16.9 20.9 19.8 17.2

帰属収入 大　学 15.2 17.3 22.3 21.0 17.8

借入金等利息 法人全体 0.6 0.8 1.2 1.3 1.3

帰属収入 大　学 0.6 0.8 1.2 1.3 1.3

帰属収入-消費支出 法人全体 △ 10.9 △ 13.3 △ 21.1 △ 16.5 △ 13.4

帰属収入 大　学 △ 13.0 △ 16.3 △ 24.7 △ 21.2 △ 15.6

消費支出 法人全体 110.9 113.3 121.1 116.5 113.4

帰属収入 大　学 113.0 116.3 124.7 121.2 115.6

消費支出 法人全体 121.4 160.9 211.5 129.7 120.6

消費収入 大　学 125.3 180.2 256.5 135.8 123.2

学生生徒等納付金 法人全体 67.5 66.2 67.5 65.1 61.3

帰属収入 大　学 71.4 70.5 70.8 68.5 63.9

寄付金 法人全体 4.2 6.2 6.2 5.4 3.5

帰属収入 大　学 4.7 6.6 7.1 6.2 3.9

補助金 法人全体 13.8 14.2 12.5 14.2 12.9

帰属収入 大　学 11.9 12.5 10.3 12.6 11.4

基本金組入額 法人全体 8.7 29.6 42.8 10.2 6.0

帰属収入 大　学 9.8 35.5 51.4 10.7 6.1

減価償却費 法人全体 7.6 9.0 10.0 11.5 11.3

消費支出 大　学 7.7 8.7 10.2 11.9 12.1

4.　財務分析（法人全体、大学部門）

消費収支計算書関係比率（法人全体、大学部門）

1 人 件 費 比 率
2010年度をピークに減少傾向となっているが、2012年度は退職給与引当金繰入額の
増加という特殊要因により横ばいとなった。

2 人 件 費 依 存 率
少人数教育の実施により高比率で推移している。2012年度は退職給与引当金繰入額
の増加という特殊要因により大幅増となった。

3 教 育 研 究 経 費 比 率
教学改革の推進や老朽施設の改修等積極的財政支援のため増加傾向となっていた
が、2012年度は経費節減のための諸施策実施により減少となった。

4 管 理 経 費 比 率
学生寮建設による物件費やランニングコストの増加、老朽施設の改修等により増加傾
向となっていたが、2012年度は経費節減のための諸施策実施により減少となった。

5 借 入 金 等 利 息 比 率
学生寮、大学食堂、高校体育館建設及び本館耐震工事に係る借入金等利息の返済
により2009年度以降増加している。

6 帰 属 収 支 差 額 比 率
資産運用収入減と建物建設及び施設改修により減少傾向にある。2010年度をピークと
して建物建設が一段落したため、それ以降徐々に回復している。

7 消 費 支 出 比 率 上記6と同様。

8 消 費 収 支 比 率
2009年度と2010年度、学生寮、大学食堂、高校体育館等建物建設により基本金組入
が大幅に増えたため増加したが、減少傾向にある。

9 学生生徒等納付金比率
学生生徒等納付金は横ばいだが、2011年度以降帰属収入が増加し、70％以下で推移
している。

10 寄 付 金 比 率 JICUF（日本ICU財団）からの継続的な寄付により、比較的高比率で推移している。

13 減 価 償 却 費 比 率 2009年度以降、建物建設等に伴い、減価償却額が増えている。

11 補 助 金 比 率 12％前後で安定的に推移している。

12 基 本 金 組 入 率 2009年度と2010年度に建物建設により大幅に増加した。



固定資産

総資産

流動資産

総資産

固定負債

総資金

流動負債

総資金

自己資金

総資金

消費収支差額

 総資金

固定資産

自己資金

固定資産

自己資金+固定負債

流動資産

流動負債

総負債

総資産

総負債

自己資金

現金預金

前受金

退職給与引当特定預金（資産）

退職給与引当金

基本金

基本金要組入額

減価償却累計額

減価償却資産取得価額
（図書を除く）

※ 総資金=負債+基本金+消費収支差額　　自己資金=基本金+消費収支差額

貸借対照表関係比率（法人全体）

No. 比率 算式（*100） 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 説明（2012年度末時点）

1 固定資産構成比率 96.1 97.8 98.6 97.8 98.2
95％を超える比率となっているが、固定資産の中で特定資産の占める割合が高いためで
あり、資金の流動性に問題はないと考えられる。

2 流動資産構成比率 3.9 2.2 1.4 2.2 1.8 低比率であるが、上記1のとおり特定資産の占める割合が高いためである。

3 固定負債構成比率 5.1 8.6 10.6 10.1 9.7 2009年度以降建物建設等に伴う借入を実施したため、増加した。

4 流動負債構成比率 1.9 2.1 2.2 3.3 4.4 上記3と同様。

5 自己資金構成比率 93.1 89.3 87.1 86.7 85.8
2008年度まで90％台で推移していたが、2009年度以降建物建設等に伴い借入を実施した
ため、減少した。

6 消費収支差額構成比率 △ 0.3 △ 4.7 △ 11.2 △ 14.3 △ 16.6 2009年度以降は建物建設等により、マイナスが大幅に増加した。

7 固定比率 103.3 109.5 113.1 112.8 114.4 2009年度・2010年度の建物建設に伴う固定資産及び借入金の増加により増加した。

8 固定長期適合率 98.0 99.9 100.8 101.1 102.8 上記7と同様。

9 流動比率 207.4 103.3 63.2 68.2 40.3 上記7と同様。

10 総負債比率 6.9 10.7 12.9 13.3 14.2 2009年度以降増加傾向にある。

11 負債比率 7.4 12.0 14.8 15.4 16.5 2009年度以降増加傾向にある。

12 前受金保有率 328.8 163.9 90.9 163.3 114.2 2009年度以降、教学改革や建物建設等に積極的財政支援を行い減少した。

13 退職給与引当預金率 - - - - - （退職給与引当特定預金の設定なし）

14 基本金比率 97.3 93.8 92.8 93.1 93.5 2009年度以降、建物建設に伴い借入を実施したため減少した。

45.3
2009年度以降建物建設等の大きな固定資産の取得したため、減価償却対象資産及び減
価償却累計額が大幅に増加した。

15 減価償却比率 50.2 46.2 40.0 42.3
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